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	ストレスチェック義務化へ
	早めの体制整備を
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	VOL.71
	日本成長戦略と
	労働時間法制内
	日本成長戦略の中でも労働法関連の制度改正と関わりが強い、
	「③講ずるべき施策パッケージ　ⅲ）多様な人材の労働参加の促進（柔軟で多様な働き方の実現に向けた労働時間法制等）」に、注目していきましょう。



	ストレスチェック義務化へ
	早めの体制整備を
	2028年4月から労働者数50人未満の事業場でもストレスチェックの実施が義務付けられます。
	大規模事業場に比べ体制面で余力の少ない小規模事業場でも円滑に実施できるよう、厚生労働省は2026年2月「小規模事業場向けストレスチェック実施マニュアル」を公表しました。マニュアルでは、委託先候補の外部機関からサービス料金体系や実施体制、情報管理などについて、あらかじめ説明を受けておくよう促しています。
	小規模事業場では、特にプライバシーの厳守や、不利益取扱いにつながらないようにできるかが、問われます。
	メンタルヘルスに関する個人や企業の相談窓口としては「こころの耳」があります。面接指導など地域産業保健センターとの関係構築も大切です。
	ご一緒に従業員の皆様が安心して働き続けられる職場環境を構築していきましょう。


